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１．研究の背景 

 本研究は、従来はあまり着目されなかった地震被

害を生じた建築非構造部材を対象に、地震動時に作

用する外力評価及び当該部材の構造性能検証を行う

ための試験方法について検討して構造性能検証に資

する技術資料を整備することを目的とする。研究対

象としたガラススクリーンは従前は面ガラスのガラ

ス面に平行な面内方向の強制変形の影響が検討され

てきたが、近年の地震で、面ガラスに直交する面外

方向の揺れへの共振など慣性力の影響が考えられる

被害が報告されている。検討にあたって、ガラスス

クリーンの実大振動台実験と、ガラススクリーンへ

の地震時入力を生じる建築物の強震観測を実施した。 

２．ガラススクリーンの振動特性の検討 

 実大振動台実験は、写真１に示す試験体１体を作

成し、面外方向に、正弦波加振、振動特性を確認す

るランダム波加振、地震時の観測波による加振（被

害報告が低層鉄骨造建築物の地上階に多く見られる

ことから地上レベルの観測波を用いた。）を行った。 

 観測波による加振は2011年東北地方太平洋沖地震

時の気象庁仙台NS観測波を250％とした加振を最大

とした。図１は加振レベルとガラス面の最大応答を

プロットしたものであり、加振レベルと最大応答が

概ね比例するのは最大応答10mm程度までである。応

答のフーリエ振幅比のピークを確認すると、応答が

小さい範囲では6.1Hzに明瞭に出るが、250％加振で

は6.2Hzと6.6Hzの2つに割れており、面ガラスの振動

特性が加振レベルで変化していることが確認された。 

３．低層鉄骨造建築物の強震観測 

 ガラススクリーンへの入力を生じる建築物の振動

特性を検討するために、低層鉄骨造建築物（茨城県

牛久市、平屋、一部2階建）の強震観測を行った。図

2に地震時（2015年5月25日14時28分発生）の観測記

録のフーリエ振幅比を示す。直交2方向のピークが

3.30Hz（0.30秒）と2.77Hz（0.36秒）であり、建築

物の設計で用いられる略算式により算定される固有

周期（高さ4mの鉄骨造で0.12秒）より相当程度大き

い固有周期であることが確認された。 

４．おわりに 

 一連の実験、観測は一定の仕様のガラススクリー

ンや低層鉄骨造建築物を対象に得られたものであり、

今後はより一般化した対象への適用を検討する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真1 実大振動台実験試験体   図1 加振レベルと応答の関係   図2 低層鉄骨造建築物の地震時応答 
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１．はじめに 

東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電

所事故に伴う長期の計画避難者（大熊町、双葉町、

富岡町、浪江町、飯舘村等からの避難者）に対して、

福島県内に生活拠点となる「復興公営住宅」の整備

が行われている。復興公営住宅の入居者は、①高齢

者が多い、②仮設住宅等から再度の広域的な住み替

えを伴う、③異なる避難自治体の入居者が同じ団

地・住棟内に長期居住する等の特徴を有するため、

復興住宅のハード面での整備に加え、入居者に対す

る生活サポートの提供やコミュニティの再構築など

福祉との連携が重要な課題となる。このため、復興

公営住宅の供給計画に対する技術的支援に加え、住

宅復興と福祉の連携方策について研究している。 

２．復興公営住宅の整備の概要 

 復興公営住宅は、主に福島県により供給されるも

ので、2015年9月末現在、福島県内に全4,948戸の供

給が計画されている（うち836戸で完成・入居開始し

ている）。供給先の自治体はいわき市（1,768戸）、

南相馬市（928戸）、郡山市（570戸）、福島市（475

戸）、二本松市（346戸）など、県内16市町村に及ぶ。 

３．浪江町の入居する復興公営住宅への生活サポー

ト等の提供スキームのケーススタディ 

浪江町は町民約2.1万人が全避難。県内避難者は約

1.5万人（2015年12月末現在）。南相馬市、二本松市、

いわき市、本宮市等に供給される復興公営住宅への

入居希望が強い。このため、これら受入側自治体と

浪江町それぞれの福祉資源の実態や意向等を調査し、

復興公営住宅が整備される地域別の生活サポートの

提供スキームを検討・提案した。復興公営住宅が南

相馬市と二本松市に整備される２パターンについて、

生活サポートの提供スキームを表のように整理した。 

表 復興公営住宅への生活サポートの提供スキームの提案 

【整
備
先
】南
相
馬
市 

【入
居
】浪
江
町
・共
同 

 

【整
備
先
】二
本
松
市 

【入
居
】浪
江
町
・単
独 

 

南相馬市に整備される復興公営住宅は他町村との

共同入居が多い。浪江町から同市に避難している福

祉系NPO法人が介護、介護予防等の生活支援サービス

を提供する。見守りは入居する他町村間の連携によ

り提供する。一方、二本松市に整備される復興公営

住宅は浪江町住民の単独入居が多い。高齢者等サポ

ート施設が併設される団地があり、この施設が当該

団地や周辺団地の住民にサービス提供する。見守り

は浪江町と地元の二本松市の連携により提供する。 

４．今後の予定 

 避難元自治体及び受入自治体との協議を深め、提

案した生活支援提供スキームを精査し実現化を図る。 
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南相馬市に事務局機能を置くNPO法人が、介護、介護予防・生活支援サー
ビスを提供。他町の住民にもサービス展開（他町の福祉資源と連携のしく
みを構築）。見守り等は、単独入居団地は自ら実施、共同入居団地は避難
自治体の連携による一体的サービス提供のしくみを構築。 

仮設住宅の高齢者等サポートセンター機能を移行して併設される復興公営
住宅団地において、NPO法人 JINが運営し、介護（ﾃﾞイサービス等）、介護
予防、生活支援サービス等を提供）。ここを拠点にアウトリーチで、二本松
市内や周辺市町村の他の復興公営住宅にも介護予防事業等を実施。見守
りは、浪江町と受入自治体の二本松市が連携して実施。 
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